
○ 経営戦略部部長の深野でございます。

○ まず、元日に発生した能登半島を中心とする地震におきまして、被災された皆様に心からお見舞

い申し上げます。当社として、七尾線の一部区間および連絡しているのと鉄道について、早期の

復旧に努めるとともに、地域の復旧、復興の動きに貢献できるようにしっかりと取り組んでまいりたい

と考えております。

○ 本日はまず、第3四半期決算及び今期業績予想の概要についてご説明したのち、皆様からのご

質問をお受けしたいと思います。

○ それでは資料の2ページをご覧ください。





○ 第3四半期につきましては、移動需要の回復、好調なインバウンド需要により、連結営業収益

11,943億円、連結営業利益1,724億円、連結四半期純利益1,098億円と3期連続の増

収増益となりました。

○ 運輸収入は、10月から12月の3か月間は、コロナ前並みの水準であり、第3四半期累計でも

9割を超える実績でした。

○ 第2四半期の際に上方修正した計画に対しては、インバウンドを含む観光・レジャー需要を中

心に、各事業が好調だったととらえています。

○ 通期業績予想につきましては、需要回復が想定よりも早まっていることや、計画の前提としてい

た基礎的なご利用の水準を上回る実績であったことから、連結営業収益を16,325億円、連

結営業利益を1,600億円、連結当期純利益を820億円に上方修正いたします。能登半島

地震等の影響も反映しており、第4四半期の予想は慎重な見方としております。

○ なお、第3四半期実績には計上しておりませんが、業績予想には城端線・氷見線の将来の経

営移管に関する拠出見込額を特別損失に織り込んでおります。

○ 配当予想についても、業績予想の上方修正に伴い、株主還元の方針に基づいて、1株あたり

+5円増配の年間120円といたします。

○ なお、設備投資計画については、期初から変更はございません。

○ それでは事業別に決算概要をご説明します。次のページをご覧ください。
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○ まずモビリティ業です。

○ 第3四半期累計の運輸収入は、6,328億円でした。これは、コロナ前となる19年比では92.9

％、18年比では95.8%の水準です。全体として想定を145億円ほど上回る実績でした。

○ 観光・レジャーが移動需要の回復をけん引しており、観光のハイシーズンにあたる10～11月に

かけて観光需要による押し上げで一段とご利用が増え、想定を上回る実績でした。12月は、

10月や11月に比べると、やや落ち着いたご利用実績となりました。

○ 内訳はご覧のとおりですが、新幹線収入のうち、山陽新幹線が3,054億円、北陸新幹線が

310億円でした。

○ 山陽新幹線の基礎的なご利用は、下期はコロナ前比90%で推移すると計画していましたが、

10～12月は93%でした。これにインバウンド等の上積みがあり、新幹線トータルでは想定を上

回る実績となりました。近畿圏定期外の基礎的なご利用は計画の90％を上回り、10～12月

は94％でした。

○ コストについては、構造改革は▲225億円の実績となり、年間▲310億円削減の計画に対し

て進捗率は73%となっております。鉄道の費用は第4四半期に偏る傾向があることを踏まえると

、現時点で順調に進捗していると考えております。

○ 次のページをご覧ください。

3



○ 流通業です。

○ 第3四半期累計は、前年対比+268億円の増収、営業利益は同じく+79億円増益の113

億円となりました。駅構内店舗、ビジネスホテル、百貨店ともに堅調に推移しています。

○ コンビニや土産の売上、ビジネスホテルの宿泊収入が好調に推移しており、第3四半期時点に

おいては、想定を上回る状況と認識しています。物販・飲食業においては、構造改革の成果に

より第3四半期の営業利益としては過去最高益でした。

○ 次のページをご覧ください。
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○ 不動産業です。

○ 第3四半期は、前年対比+189億円の増収、営業利益は同じく+86億円増益の346億円

でした。

○ 不動産賃貸・販売業では、昨年度期中開業の賃貸物件の平年度化や住宅販売が好調に

推移したこと等により対前年増収増益、また、需要回復に伴うSC売上高やホテルの宿泊収入

の増により、SC業、ホテル業もそれぞれ増収増益となりました。不動産賃貸・販売業とSC業は

第3四半期の営業利益としては過去最高益となりました。ホテル業は、宿泊収入自体はコロナ

前を超える水準となっておりますが、これに加えて宴会需要も上向き傾向にあり、10月～12月

の宴会収入は概ねコロナ前の8～9割程度の実績でした。

○ 次のページをご覧ください。
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○ 旅行・地域ソリューション業です。

○ ツーリズム事業は、国内旅行の増など旅行需要が堅調に推移し対前年増収。ソリューション事

業は、第1四半期には新型コロナ関連の特需が継続しており、以降も各地域の誘客事業や経

済対策事業などの案件を獲得できていることから、全体として、前年比+430億円の増収、営

業利益は+31億円増益の79億円と、第3四半期時点では、過去最高益となりました。

○ ソリューション事業に加えて、ツーリズム事業も好調に推移している状況と認識しています。

○ 次のページをご覧ください。

6



○ 通期業績予想の概要についてご説明いたします。

○ 全体としては、レジャー・観光等の需要回復とインバウンド需要の増によりトップラインが上振れたこ

とにより、連結営業利益は前回計画より+200億円増の1,600億円に上方修正いたします。

○ モビリティ業については、一時金の支給による人件費の増はありますが、観光・レジャーやインバウ

ンドを中心とした運輸収入の増や動力費・業務費等の減により、営業利益予想を145億円引き

上げております。

○ 流通業については、コンビニ、土産やビジネスホテル事業が好調であり、第3四半期の実績と第4

四半期の見通し修正を踏まえて、営業利益予想を20億円引き上げています。

○ 不動産業については、不動産販売の増、ショッピングセンター売上高の増を踏まえ、営業利益とし

ては+25億円上方修正しております。

○ 旅行・地域ソリューション業については、ソリューション事業が好調に推移したことや、ツーリズム事

業においても国内旅行の需要増を踏まえ、営業利益を+10億円上方修正しております。

○ 当期純利益については、営業利益を200億円上方修正している一方、城端線・氷見線の将来

の経営移管に関する拠出見込額を特別損失として織り込んでいることから、20億円増の820億

円を見込んでおります。

○ 第4四半期は赤字の見通しとなりますが、能登半島地震による減収影響や従来から第4四半期

に偏る傾向がある費用計上時期、大規模プロジェクトの開業に向けた一部経費の計上時期の

関係から、例年以上に利益が出しづらい期間であると考えております。

○ 次のページをご覧ください。

7



○ 運輸収入全体として通期で150億円増の8,320億円に上方修正しております。

○ 基礎的なご利用については、山陽新幹線は、レジャー・観光需要の回復による足元のご利用

状況も踏まえ、第4四半期は1月のトレンドである88%程度から緩やかに回復して年度末に

90%程度まで戻る見通しとしております。

○ 一方、近畿圏定期外については、下期は90%程度で推移する見通しとしておりましたが、12

月以降のトレンドを踏まえて第4四半期は93%程度で推移すると想定しております。

○ 定期収入については、見通しを変更しておりません。

○ インバウンド収入は、通期345億円に見通しを引き上げております。

○ 能登半島地震の影響については、北陸新幹線や特急サンダーバードの減収を一定織り込んで

おり、3月末にかけて緩やかに回復していく想定としております。3月には北陸新幹線の敦賀延

伸開業もございますし、七尾線の一部区間の早期復旧に努めるとともに、地域の復旧、復興

の動きを加速できるように最大限取り組んでいきたいと考えています。

○ 次のページをご覧ください。
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○ 単体営業費用の想定についてご説明いたします。

○ 動力費や業務費は落着き見込みを踏まえて想定を引き下げております。

○ 一方、一時金支給による人件費増や収入連動経費の増を反映し、通期で対前回計画+15

億円の8,290億円の見通しに変更いたしました。

○ 構造的コスト削減については、計画どおり進捗しており、見通しの変更はございません。

○ 次のページをご覧ください。
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○ 株主還元方針は期初から変更なく、今回の業績の上方修正を踏まえて、配当性向35%以

上の方針に基づき、一株当たり+5円増配し、年間120円を予定しております。

○ 次のページをご覧ください。
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○ 財務KPIの進捗については、業績予想の上方修正を踏まえてご覧のとおりとなっております。
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○ また、セグメント別ではご覧のとおりです。それぞれ順調に進捗していると考えております。

○ 13ページをご覧ください。
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○ 中計2025の数値目標について、現時点の考え方をご説明します。

○ 今回上方修正した今期見通しは、中計で目標としている26.3期の営業利益1,500億円を

上回る水準となっております。

○ これは、今期鉄道の基礎的なご利用が中計公表時に想定していたよりも高い水準まで、かつ

早期に回復したことや、好調なインバウンド需要、ワクチン事務局などの特需によるところが大き

いと見ています。

○ 他方、今後については、基礎的なご利用水準が今の想定よりさらに上振れた場合はプラスの要

素となりますが、DXやまちづくりなど長期的な成長に向けたライフデザイン分野の施策に関する

戦略的な経費が先行して増加することや、ワクチン事務局などの特需の剥落、物価や人件費

高騰による利益の押し下げなど、短期のPLではマイナスの要素もあります。中計はまだ始まった

ばかりであるため中計戦略そのものは変わりませんが、来期の業績予想やその次の中計最終年

度の数値目標については、これらの要素を踏まえてしっかりと検討していきたいと考えています。
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○ 簡単にご説明させていただきましたが、決算・業績予想の詳細等は15ページ以降に記載してお

りますので、後ほどご覧ください。

○ 私からの説明は以上です。
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